
令和７年度 経営実態調査アンケート結果について 

 

石巻市牡鹿稲井商工会 

 

１．調査の目的 

管内小規模事業者の経営状況や経営課題を把握し、小規模事業者が経営計画

策定の際に活用できる資料とするため本調査を実施した。 

 

２．調査の方法 

（１）調査の対象 

 管内小規模事業者等 ３０社 

（製造業、建設業、小売業、宿泊業・飲食業、その他サービス業から６社ずつ） 

 

（２）調査の方法 

 巡回訪問等により調査票を配布。同様に回収。 

 

（３）実施の時期 

 令和７年１０月 

 

（４）調査の内容 

 ①事業所の概要 

・事業所の形態、主たる業種、従業員数、後継者の有無 

 

 ②経営環境等（前年同期比） 

 ・売上高、販売（受注）数量、販売（受注）単価、原材料・商品仕入れ単価、

採算（経常利益）、資金繰り、景況感 

 

 ③経営上の問題点、課題 

 

 ④経営環境の変化 

 ・従業員の過不足感、人材確保対策、価格転嫁、原材料等高騰対策 等 

   



【問１】事業所の形態 

 

  回答数 

法人 15 

個人 15 

 

 

 

 

 

 

【問２】事業所の業種 

 

 

 

 

 

 

 

【問３】従業員数 

 

常時雇用 回答数 割合  臨時（パート他） 回答数 割合 

1名 8 36.4%  1名 5 35.7% 

2名 3 13.6%  2名 2 14.3% 

3名 3 13.6%  3名 4 28.6% 

4名 3 13.6%  4名 1 7.1% 

5名以上 10名未満 2 9.1%  5名以上 10名未満 1 7.1% 

10名以上 20名未満 2 9.1%  10名以上 20名未満 1 7.1% 

20名以上 1 4.5%  20名以上 0 0% 

 

 

 

  回答数 

製造業 6 

建設業 6 

小売業 6 

宿泊業・飲食業 6 

その他サービス業 6 

法人 

15 

50％ 

個人 

15 

50％ 

宿泊業・ 

飲食業 

6 

20％ 

小売業 

6 

20％ 

建設業 

6 

20％ 

製造業 

6 

20％ 

その他 

サービス業 

6 

20％ 



【問４】後継者の有無 

 

  回答数 

いる 12 

候補者はいる 1 

いない 8 

未定 9 

 

 

 

 

 

【問５】昨年の今頃と比べた事業所の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売上高 回答数 

増加 11 

不変 8 

減少 11 

販売（受注）数量 回答数 

増加 9 

不変 10 

減少 10 

販売（受注）単価 回答数 

上昇 16 

不変 11 

低下 3 

いる 

12 

40％ 

候補者はいる 

1 

3.3％ 

いない 

8 

26.7％ 

未定 

9 

30％ 

増加 

11 

36.7％ 

不変 

8 

26.7％ 

減少 

11 

36.7％ 

増加 

9 

31％ 

不変 

10 

34.5％ 

減少 

10 

34.5％ 

上昇 

16 

53.3％ 
不変 

10 

36.7％ 

低下 

3 

10％ 



【問５】昨年の今頃と比べた事業所の現状（前ページから続く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原材料・商品仕入れ単価 回答数 

低下 0 

不変 2 

上昇 28 

採算（経常利益） 回答数 

好転 4 

不変 16 

悪化 10 

資金繰り 回答数 

好転 2 

不変 23 

悪化 5 

景況感 回答数 

好転 9 

不変 9 

悪化 12 

低下 

0 

0％ 

不変 

2 

6.7％ 

上昇 

28 

93.3％ 

好転 

4 

13.3％ 

不変 

16 

53.3％ 

悪化 

10 

33.3％ 

好転 

2 

6.7％ 

不変 

23 

76.7％ 

悪化 

5 

16.7％ 

好転 

9 

30％ 

不変 

9 

30％ 

悪化 

12 

40％ 



【問６】現在の経営上の問題点・課題（上位５つまで） 

 

 

 

 

 

【問７】従業員の過不足（従業員を雇用している方のみ） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

  回答数 

過剰気味 0 

ちょうどいい 17 

不足気味 10 

材料や商品仕入れ単価の上昇 

仕入れ単価・人件費以外の経費の増加 

人件費の上昇 

売上不振 

人手不足 

資金繰り 

人材育成 

後継者問題 

競争激化 

販売価格安 

技術者不足 

その他（従業員の高齢化、売掛金回収の長期化） 

ITの利活用 

値下げ要請 

ちょう

どいい 

17 

63％ 

不足気味 

10 

37％ 

過剰気味 

0 

0％ 



【問８】人材確保対策として実施している取組（従業員を雇用している方のみ） 

（複数回答可） 

 

 

 

 

 

 

【問９】コスト上昇分を販売価格に転嫁できているか 

 

  回答数 

多少なりとも価格転嫁できている 21 

価格転嫁できていない 8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 賃金改善による定着強化 

職場環境の改善 

特に行っていない 

業務プロセスの改善 

設備投資による業務改善 

多少なりと

も価格転嫁

できている 

17 

72.4％ 

価格転嫁で

きていない 

8 

27.6％ 



【問１０】原材料・エネルギー高騰の対策として実施中（検討中）の取組 

（複数回答可） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工程改善・業務の効率化 

商品・サービスの値上げ（転嫁） 

仕入・調達先の見直し 

実施・検討していない 

その他（経費の節約） 

営業時間の短縮 

省力化・効率化の設備投資 


